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１．自治体の基本情報

基本情報

地域連携・地域移行における都道府県の現状・課題

○少子化の影響等により運動部員数が減少し、単独でチーム

を組めない部活動が増え、学校単位での活動が困難になってき

ている。そのため、近隣の学校や地域で協力しながら生徒のス

ポーツ活動の機会を確保する体制の整備が必要である。特に、

地域クラブ活動の運営にあたる運営団体の確保や指導者の確

保が大きな課題である。

○部活動は勤務時間外に行われることが多く、教員が部活動

指導を行いながら休日を含めた在校等時間をなくすことは難し

い現状がある。教員の負担軽減の観点も踏まえ、子どもたちの

スポーツ活動を地域が担える体制を構築し、生徒のスポーツ・文

化芸術活動の機会を確保することが必要である。

○これまでの学校部活動を通した教育的意義を地域の活動に

おいても継承・発展させていくには、学校・行政・運営団体の三

者の連携が必要である。

人口 1,895,031人 部活動数 1,788部活

市区町村数 14市11町 都道府県の協議会・検
討会議等の設置状況

設置済み

公立中学校数 152校 都道府県の推進計画・ガ
イドライン等の策定状況

策定済み

公立中学校生徒数 48,500人

実証事業に参加した市区町村数 ５市

実証事業に参加した
拠点校数（域内の合計）

２７校

地域クラブ活動に取り組んだ
部活動数（域内の合計）

６１部活

栃木県内中学校部活動加入率の推移

運動部に関する調査（栃木県教育委員会）

県中体連主催大会への合同チーム参加数及び学校数推移

（栃木県中学校体育連盟提供）

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

運動部 71.9 70.8 70.1 69.7 68.6 68.5 67.4 65.7

文化部 20.3 20.0 20.5 20.4 20.7 20.6 20.4 21.0

全体 92.2 90.8 90.6 90.1 89.3 89.1 87.8 86.7

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

合同チーム数 27 38 31 48 11 44 45 69

学　校　数 56 81 70 102 24 95 98 154

（％）
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２．実証内容と成果

運営体制・役割

年間の事業スケジュール

５月 各市町地域移行進捗状況調査

県総括コーディネーター派遣（～１月）

６月 第１回栃木県部活動改革検討委員会

７月 部活動地域移行市町担当者会議

８月 運動部活動指導者研修会(地域クラブ活動指導者参加)

９月 部活動の地域連携・地域移行に係る個別相談会

栃木県部活動指導員・地域クラブ活動指導者バンク設置

▼事業実施体制図 ▼行政組織内での役割分担

⚫ 教育委員会（健康体育課）

・事業全体の調整

・実証事業の支援、助言

・栃木県部活動改革検討委員会WGの設置

・栃木県部活動改革検討委員会の開催

⚫ 首長部局（スポーツ振興課）

・栃木県部活動改革検討委員会WGに参加

今後の部活動改革や地域移行についての在り方

等について検討

・運営団体の整備充実

・地域クラブ活動指導者の養成、確保

・県スポーツ協会や競技団体等の関係団体に対する

情報提供

・市町スポーツ所管課との連携

10月 第２回栃木県部活動改革検討委員会

 県立中学校地域クラブ活動の開始

11月 地域クラブ活動 現地視察(県立中、佐野市)

12月 実証事業アンケートの実施

     （学校長、教員、生徒、保護者、地域クラブ活動指導者）

２月 事業完了報告書・成果報告書等の作成
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の運営実績 

主な取組例①

拠点校数 県立中学校３校 地域クラブ活動に取り組んだ種目 男子ソフトテニス、サッカー、男子バスケットボール、女子硬式テニス

地域クラブ活動に取
り組んだ部活動数

４部活

拠点校名 県立宇都宮東高等学校附属中学校

地域クラブ活動に移行
した部活動数

１部活

地域クラブ活動で実施
した種目

男子ソフトテニス

運営主体名 栃木県ソフトテニス連盟

運営類型 その他
（その他の類型：競技団体運営型）

１か月あたりの平均的
な活動回数

ソフトテニス：月３回程度

指導者の主な属性 栃木県ソフトテニス連盟所属

活動場所 学校施設（テニスコート）

主な移動手段 自転車、電車等

１人あたりの参加会費
等（年額）

ソフトテニス：０円

１人あたりの保険料 スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年

▼活動概要 ▼運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

栃
木
県

業務委託 （
運
営
団
体
）
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県
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中

地域クラブ活動
へ参加

・地域クラブ活動の運営
・学校との連絡調整
・指導者の確保
・会場の調整
・スケジュール管理
・指導者謝金等の対応
・保険の加入
・連絡体制の整備
・安全管理
・保護者への説明

・事業設計
・学校と運営団体の連絡調整
・保護者への説明
・地域クラブ活動状況視察
・報告書作成

・運営団体との連絡調整
・保護者会の開催
・生徒・保護者への説明
・教職員への説明
・連絡体制の整備
・日程調整
・他の部活動との調整
（活動場所等）
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２．実証内容と成果

主な取組例②

拠点校名 県立矢板東高等学校附属中学校

地域クラブ活動に移行
した部活動数

１部活

地域クラブ活動で実施
した種目

サッカー

運営主体名 NPO法人たかはら那須スポーツクラブ

運営類型 地域スポーツ団体等運営型
（総合型地域スポーツクラブ運営型）

１か月あたりの平均的
な活動回数

サッカー：月３回程度

指導者の主な属性 総合型地域スポーツクラブ所属
教員の兼職兼業

活動場所 学校施設（校庭）
総合型地域スポーツクラブサッカー場

主な移動手段 自転車、電車等

１人あたりの参加会費
等（年額）

サッカー：０円

１人あたりの保険料 スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年

▼活動概要 ▼運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）
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・事業設計
・学校と運営団体の連絡調整
・保護者への説明
・地域クラブ活動状況視察
・成果報告書作成

・地域クラブ活動の運営
・学校との連絡調整
・指導者の確保
・会場の調整
・スケジュール管理
・指導者謝金等の対応
・保険の加入
・連絡体制の整備
・安全管理
・保護者への説明

・運営団体との連絡調整
・保護者会の開催
・生徒・保護者への説明
・教職員への説明
・連絡体制の整備
・日程調整
・他の部活動との調整
（活動場所等）
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２．実証内容と成果

主な取組例③

拠点校名 県立佐野高等学校附属中学校

地域クラブ活動に移行
した部活動数

２部活

地域クラブ活動で実施
した種目

男子バスケットボール、女子硬式テニス

運営主体名 NPO法人たぬまアスレチッククラブ

運営類型 地域スポーツ団体等運営型
（総合型地域スポーツクラブ運営型）

１か月あたりの平均的
な活動回数

男子バスケットボール：月３回程度
女子硬式テニス：月３回程度

指導者の主な属性 総合型地域スポーツクラブ所属
(佐野市バスケットボール協会からの推薦)
部活動指導員

活動場所 学校施設（体育館、テニスコート）等

主な移動手段 自転車、電車等

１人あたりの参加会費
等（年額）

男子バスケットボール：０円
女子硬式テニス：０円

１人あたりの保険料 スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年

▼活動概要 ▼運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）
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・事業設計
・学校と運営団体の連絡調整
・保護者への説明
・地域クラブ活動状況視察
・成果報告書作成

・地域クラブ活動の運営
・学校との連絡調整
・指導者の確保
・会場の調整
・スケジュール管理
・指導者謝金等の対応
・保険の加入
・連絡体制の整備
・安全管理
・保護者への説明

・運営団体との連絡調整
・保護者会の開催
・生徒・保護者への説明
・教職員への説明
・連絡体制の整備
・日程調整
・他の部活動との調整
（活動場所等）
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

・各市町における部活動の地域移行を丁寧に進めていくため、市町担当者を対象とした会議や、

市町との個別相談会を開催。

・各市町等に対する県の総括コーディネーター派遣による、地域移行に係る情報提供及び指導・

助言の実施。

・県立中学校の地域クラブ活動の実施に当たって、安全面・緊急時の対応等に関するQA及び

連絡体制図を作成。

取組事項

・個別相談会の開催件数 全25市町

・総括コーディネーターの派遣件数 14回

派遣先からは、全国の取組状況を踏まえた情報や運営団体の視点から関係者間の連携

などについて助言を得られたことで、今後の取組の参考になった等の意見があった。

・安全面・緊急時の対応等に関するQAや連絡体制図を作成することにより、地域指導者や

教員、保護者等との連携が円滑になった。県立中学校実証事業のアンケート結果では、「連

携が図られていたか」という問いに対し、教員、地域指導者ともに肯定的な回答となった。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・総括コーディネーターに栃木県部活動改革検討委員会の委員を兼任してもうらうことで、本県の状況や方向性等をよく把握した上で、情報

提供や指導・助言ができるようにした。また、各市町が、総括コーディネーターに相談する機会を得やすくするため、県が開催した個別相談会の

場に総括コーディネーターを派遣できるようにした。

・各校において、QAや連絡体制図を、学校、運営団体、地域指導等の関係者で協議して作成することで、関係者の意思の疎通が図られると

ともに、連絡体制の整備が円滑に行われた。

特に
工夫した
事項

（課題）新たにコーディネーターを配置する市町が増えており、市町のコーディネーターへの支援が必要。

（対応方針）総括コーディネーター派遣事業の充実。

（課題）地域クラブ活動への参画が期待される総合型地域スポーツクラブや文化芸術団体等の団体数が十分でない状況にある。

（対応方針）行政が支援をしながら、運営団体の整備充実を進める必要がある。

今後の
課題と
対応方針

【連絡体制図】
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：イ：指導者の質の保証・量の確保

・ 「栃木県部活動指導員・地域クラブ活動指導者バンク」の設置

・栃木県教育委員会主催の「運動部活動指導者研修会」を開催（地域クラブ活動指導者も研修対象）

研修内容 「暑熱下における対応について」 「短時間で効果的な指導について」
取組事項

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・新たな指導者バンクの設置に伴い、募集チラシを作成し、関係団体等への周知を行い、指導者を募集した。

また、「地域クラブ活動指導者」を募集する際、指導経験があること、もしくは、指導者資格を有するなどと

いった資格要件を定め、指導者の質の保証にも努めた。

・県スポーツ協会と連携し、スポーツ指導者資格取得講習会の際に、指導者バンク募集チラシを配布し、指

導者バンクへの指導者登録の促進に努めた。

特に
工夫した
事項

（課題）指導者バンク登録者と学校や地域クラブとのマッチングケースが少ない。

（対応方針）メディアやSNS等を活用した積極的な情報発信、指導者のマッチングにつながる仕組みの構築

（課題）指導者の資質向上。

（対応方針）資格取得促進等により指導者が研修を受ける機会を確保。

今後の
課題と
対応方針

・令和５年９月、これまでの部活動指導員を対象にした人材バンクに、地域クラブ活動指

導者を新たに対象に加えた「栃木県部活動指導員・地域クラブ活動指導者バンク」の運

用を開始し、107名を登録した（令和６年３月現在）。課題であった指導者の確保に

向けて大きな成果が見られた。

・県内実証事業校に対するアンケート結果では、地域指導者の指導を受け、生徒の約

52％が「体力・技術が向上した」、約47％が「指導がわかりやすい」と回答した。

【募集チラシ】

地域指導者の指導を受けてどのように感じていますか。

【運動部活動指導者研修会】
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ウ：関係団体・分野との連携強化

取組事項

・県スポーツ協会と連携をし、競技団体、総合型地域スポーツクラブ等と地域移行に係る情報の共有を

図る機会を設けることで、地域クラブ活動環境の整備に向けた連携体制の構築につながり、実証事業

に対して、協力的な団体が増え、栃木県部活動指導員・地域クラブ活動指導者バンクへの登録者も

増加した。

・部活動地域移行市町担当者会議を開催し、実証事業の成果や課題について周知するとともに、各

市町の取組状況について、各教育事務所や市町教育委員会の担当者間で情報交換を行い、連携

体制の構築につながった。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・部活動地域移行に係る研修会においては、地域スポーツクラブ活動アドバイザーから、部活動

地域移行の背景、地域移行の捉え方、新潟県の状況、長岡市の取組についての講演をいただき、

県・市町教育委員会教育長、教育委員及び行政担当者が部活動地域移行の背景や課題などを

理解し、今後の取組に向けて共通認識を図ることができた。

特に
工夫した
事項

（課題）部活動の地域移行の推進に向けて、運営団体や指導者の確保が重要であり、スポーツ・体育協会をはじめ、総合型地域スポーツク

ラブや競技団体等との連携体制の構築が更に必要である。また、市町をまたいだ広域的な取組を進めるため、教育事務所と市町の連携が図れ

る体制の構築も必要である。

（対応方針）関係団体との連携を図るため、会議等においての参加対象者を検討したり、会議やグループ協議の内容について工夫したりする。

今後の
課題と
対応方針

・スポーツ少年団やスポーツ推進委員の代表者を新たに委員に加え、栃木県部活動検討委員会を開催。

・県スポーツ協会やスポーツ部局と連携し、競技団体や総合型地域スポーツクラブ関係団体等に対し、県担当者による部活動地域移行の説明

を実施。

・部活動地域移行市町担当者会議を開催。

・県・市町教育委員会教育長、教育委員及び行政担当者を対象とした研修会において、部活動の地域移行に係る内容の講演を実施。

(地域スポーツクラブ活動アドバイザー派遣制度活用)

【部活動地域移行市町担当者会議】

【地域スポーツクラブ活動アドバイザーの講演】
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：カ：参加費用負担の支援等

・実証事業を行った中学校・義務教育学校（後期課程）の全保護者、生徒、校長、教員、地域

指導者を対象に「休日の地域クラブ活動に関するアンケート」を実施し、地域クラブ活動の維持・

運営に必要なコスト、受益者負担等検証、エビデンスとしての整理を行った。

・休日の学校部活動の地域連携、地域クラブ活動への移行に向けた普及・啓発資料チラシを作成。

取組
事項

・アンケートは保護者740名、生徒2179名、校長19名、教員64名、地域指導者33名から回答。

・参加費用等が発生した場合、約半数の生徒や保護者は参加を迷っており、生徒の約35％は「参

加したくない」と考えている。保護者については、約34％が「とても参加させたい」、「参加させたい」と回

答をしている一方で、約17％は「全く参加させたくない」、「参加させたくない」と回答していることから

今後も丁寧な説明が必要になる。

また、地域移行した場合の妥当額については、３千円未満が妥当であるという回答が多かった。

取組
の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・既存の運動部活動における活動経費の調査を実施した。今後、会

費の適切な設定や支援方策の検討材料とし、持続的な地域クラブ活

動を目指した仕組みづくりにつなげていく。

※18,000円/年額（R5 運動部活動に関する調査）

特に
工夫
した
事項

（課題）現在は、国庫事業を活用し、受益者負担がない状況で実

証事業を進めているが、今後は、持続的に活動することを前提とした

仕組みづくりが必要となる。参加費用負担の理解促進や、可能な限

り低廉な参加費により活動できる環境の整備が求められている。

（対応方針）チラシやメディアを活用した関係者への周知に努める。

県立学校施設を活用した地域クラブ活動における施設使用料等の在

り方について検討を進める。

今後の
課題と
対応
方針

月謝を支払う場合の休日の地域クラブ活動への参加について 

地域クラブ活動に参加する際に保護者負担があっても参加させたいか。

地域クラブ活動の保護者が負担する妥当額（月謝）はいくらか。
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：キ：学校施設の活用等

・県立学校施設での地域クラブ活動の実施

・実証事業校アンケートの実施

・県立学校施設等を活用した地域クラブ活動における施設管理や利用のルール、施設使用料の在り方について、施設課を含む関係

課と現状把握をし、今後の取組について検討

取組
事項

・普段通学している学校施設での活動であったため、施設料の負担なく、移動や送迎

等の負担も少なく活動することができた。

・施設の管理については、実証事業校のアンケートから、施設の鍵の施錠を含め、地域

指導者や教員から課題としてあげられ、実態の把握につながった。

・AEDの設置場所が校舎内の場合があり、屋外で地域クラブ活動をする種目において

は、緊急時には校舎内に入る必要があり、校舎内の鍵の管理についても学校と運営団

体で調整が必要になるという実態を把握できた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・県立中学校での地域クラブ活動の実証事業を開始する前に、高等学校の教員にも事

業について把握してもらい、鍵の施錠や緊急時の対応等については、学校で対応してい

ただけるよう協力体制を整えた。

特に
工夫した
事項

（課題）県立中学校においては、休日に高等学校が部活動で活動しているため、学校内に教員がいる場合が多いが、今後平日も含め、多くの部

活動が地域移行した場合の鍵の施錠等、施設管理の対応について、検討が必要。

（対応方針）AEDの屋外への移設工事やスマートロックの設置、校舎内で地域クラブ活動を実施する場所のみ警備を解除できる等のセキュリティ

整備の工事等の検討を進め、教員に頼らず、運営団体による持続可能な地域クラブ活動となるよう、環境整備に努める。

今後の
課題と
対応方針

休日の地域クラブ活動を実践しての課題 
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

図、グラフ、文章での説明等

【普及啓発チラシ】 【指導者バンク募集チラシ】

図、グラフ、文章での説明等
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２．実証内容と成果

参考資料（活動写真）

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

【ソフトテニス：打ち方の指導】

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

【ソフトテニス：活動の振り返り】

【サッカー：地域クラブ活動指導者も加わりミニゲーム】 【サッカー：活動の振り返り】

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること
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２．実証内容と成果

参考資料（活動写真）

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

【バスケットボール：ボールの受け方の指導】

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

【バスケットボール：活動の振り返り】

【硬式テニス：打ち方の指導】 【硬式テニス：活動の振り返り】

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

協議会設置
受け皿団体の確保

指導者の確保

県立中拠点校の選定

学校との調整

運営団体との調整

指導者の確保

保護者への説明

県立中学校３校

地域クラブ活動の開始

地域クラブ活動の継続

対象部活動の拡充

地域クラブ活動の

拡大

●庁内部活動改革検討委員会ワーキンググルー

プを設置し、本県の部活動改革や県立中学校

の部活動の地域移行の方向性、地域移行に向

けた市町への支援の在り方に関して、関係課と

協議を進めた。

●県教委に栃木県部活動改革検討委員会を設

置し、部活動の現状把握・問題点の分析や、

地域部活動推進事業の成果・課題の検証を行

うとともに、将来にわたり生徒にとって望ましい部

活動の環境の構築や、学校の働き方改革を考

慮した更なる部活動改革の推進に向けて協議

を進めた。

●「とちぎ部活動移行プラン」策定

・休日における学校部活動の地域移行を

進めるための計画を示し、各学校へ周知。

●次年度の県立中学校の地域クラブ活動実証事

業実施に向け、運営団体、学校と連絡調整

令和４年 令和５年 令和６年 令和７年

●県立中学校地域クラブ活動実施に向けての流れ

①部活動地域移行の理解促進のため、県教委

が普及啓発チラシを発行し、各学校へ周知

②県立中学校拠点校との打ち合わせ・実態把握

③運営団体との打ち合わせ・実態把握

④県教委、学校、運営団体３者打ち合わせ

⑤実証事業に向け、県教委から学校職員への事業

説明や協力依頼、運営団体から運営方針の説明、

地域クラブ活動指導者と部活動顧問との打ち合

わせ（連携手段、指導方針、スケジュール等の調

整等）

⑥保護者への説明会、参加同意書提出

⑦運営団体による保険加入

⑧地域クラブ活動開始

⑨県教委による地域クラブ活動視察

⑩実証事業校アンケートの実施

●学校や運営団体と引き続き連携しながら、実

証事業に取り組んでいく。令和６年度以降は、 

令和５年度の実証事業を踏まえ、対象となる

部活動を拡充

●休日だけでなく、平日の活動や受益者負担に

ついても引き続き検討

●少子化の影響から、県立中学校単独での活

動が難しい種目については、県立中学校と市

立中学校が連携した地域クラブ活動の実施に

ついて検討を進めていき、生徒のスポーツ活動

の機会確保に努める。
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３．今後の方向性

地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ

とちぎ部活動移行プラン
【基本目標】
生徒が主体的に多様なスポーツ・文化芸術活動に親しむことができる環境づくりに取り組みます。

【活動目標】
令和７(2025)年度までに、全ての公立中学校の休日の部活動を １つ以上、地域クラブ活動にすることを目指します。

年度 2022(R4)

期間 改革に向けた準備期間

2026(R8)

移行期間（継続）

栃

木

県

2023(R５) 2024(R6)

改革推進期間(R5～R7)

2025(R7)

休日の部活動の地域移行に関する市町支援

○市町担当者会議の開催

○個別相談会の開催

○総括         派遣

国庫事業を活用した体制構築・環境整備

○実証事業（５市、県立中学校３校）

小山市、栃木市、矢板市、那須塩原市、佐野市

県立中学校３校

〇コーディネーターの配置

「栃木県学校部活動及び新たな地域クラブ活動

の在り方等に関する方針」策定

「とちぎ部活動移行プラン」策定

「栃木県部活動指導員・地域クラブ活動指導者

バンク」の設置、運用

地域クラブ活動の体制構築

・環境整備

国庫事業を活用した体制構築・環境整備

○実践研究（２市）

矢板市、佐野市

○協議会の開催

国庫事業を活用した体制構築・環境整備

○実証事業（市町、県立中学校３校）

実証事業実施市町の拡充

県立中学校３校 対象部活動の拡充

〇コーディネーターの配置

休日の部活動の地域移行に関する市町支援

○市町担当者会議の開催

○個別相談会の開催

○総括         派遣

「栃木県部活動指導員・地域クラブ活動指導者バンク」の運用

とちぎ部活動移行プラン

活動目標

令和７(2025)年度までに、全

ての公立中学校の休日の部活

動を １つ以上、地域クラブ活動

にすることを目指します。

地域クラブ活動への

移行に向けた取組

（継続）

地域クラブ活動の

体制構築・環境整備

（継続）

「とちぎ部活動移行プラン（Ⅱ期プラン）」検討

休日の部活動の地域移行に関する情報収集、各市町の進捗状況把握

アンケートの実施

普及・啓発活動

説明会の開催

総括コーディネーター派遣



【栃木県小山市】
令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
（運動部活動の地域移行に向けた実証事業）

自治体名 栃木県小山市

担当課名 教育委員会学校教育課

電話番号 0285-22-9676
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１．自治体の基本情報

基本情報

地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

運動部活動の地域移行に向けて、本市では、栃木県の行動目標に準じ、「令和７年度末までに、

市内全中学校・義務教育学校後期課程の休日の部活動において、各校１つ以上の部活動を地域ク

ラブ活動へ移行する。」という行動目標を設定した。行動目標の実現に向け、現状の取組として一つは

「市地域クラブ活動推進協議会」を開催した。 市の「部活動の地域クラブ活動移行の基本方針」策定

に当たり、意見・助言を仰ぐ機関として設置し、令和5年度は12月と3月（予定）に実施。また、地域

クラブ活動移行に関する、活用可能な社会資源等（人材・活動場所など）についても、協力を仰ぐ予

定である。部活動の休日の部活動の地域クラブ活動移行については、小山第三中学校柔道部、絹義

務教育学校剣道部において休日の部活動の地域クラブ活動を行っている。2校とも、部活動指導員が

休日のクラブ活動指導員として 指導を行っている。

課題として、一つ目は地域クラブ活動を行うための受け皿の確保・指導者の確保があげられる。総合

地域型スポーツクラブの方に協議会の委員として入っていただいているが、各校1つの部活動を地域へ移

行するとしても、市内11校の部活動を受け入れるのことは厳しい状況である。そのため、個人のクラブ活

動指導員を確保する必要が出てくるが、人材バンクの設置を含め、適正人材の数を確保することは課

題である。二つ目は。保護者の理解があげられる。小山市独自に行ったアンケートによると、休日の部活

動が地域移行になった場合不安に感じていることは、送迎に関する物理的・時間的負担を最も不安に

感じている。以下、金銭面（受益者負担）、指導者の人間性や教育力となっている。保護者の不安

を軽減し、生徒のための地域クラブ活動移行を進めることが課題である。

人口 166,000人 部活動数 109部活

公立中学校数 11校 市区町村の協議会・検討会議
等の設置状況

設置済

公立中学校生徒数 4,367人 市区町村の推進計画・ガイドラ
イン等の策定状況

策定に向けて準備中
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２．実証内容と成果

運営体制・役割

年間の事業スケジュール

令和5年度

４月～７月：実証事業モデル校検討／地域クラブ活動推進協議会の在り方検討・協議委員への依頼／生徒・保護者・教職員対象アンケート実施（7月）

８月～９月：実証事業モデル校との打合せ・保護者説明／地域クラブ活動推進協議会内容検討／関係課との事前打合せ

10月～1月：モデル校での実証事業の実践・検証／第1回地域クラブ活動推進協議会開催（12月）

２月～３月：実証事業検証・報告／次年度のモデル校検討・決定／第２回地域クラブ活動推進協議会（３月）

▼運営体制図（市区町村における推進体制図） ▼行政組織内での役割分担

※イメージ図
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の運営実績

拠点校数 ２校 地域クラブ活動に取り組んだ種目 柔道・剣道

地域クラブ活動に取り
組んだ部活動数

２部活

拠点校名 小山第三中学校

地域クラブ活動に移行
した部活動数

１部活

地域クラブ活動で実施
した種目

柔道

運営主体名 地域クラブ活動指導員

運営類型 市区町村運営型（地域団体・人材活用型）

１か月あたりの平均的な
活動回数

柔道：月２回程度

指導者の主な属性 地域部活動指導員

活動場所 小山第三中学校柔道場

主な移動手段 自転車

１人あたりの参加会費等
（年額）

今年度は参加費負担を行わない。
※市で補助

１人あたりの保険料 スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年

指導者１人あたり：1,850円/年

▼活動概要 ▼運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

主な取組例
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

・小山市地域クラブ活動推進協議会の設置

・第１回小山市地域クラブ活動推進協議会開催（令和5年12月18日）

・第２回小山市地域クラブ活動推進協議会開催（令和6年3月18日）
取組事項

○市としての、地域クラブ活動移行の方針、活動目標の決定

【方針】「休日における部活動の地域クラブ活動移行を通して、生徒の活動の機会を確保する。（生徒にとって望ましい部活動を第一に考え

る）」

【行動目標】「令和7年度末までに、市内全中学校・義務教育学校の休日の部活動において、各学校1つ以上の部活動を地域クラブ活動

へ移行する。」

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

委員の構成として、部活動、地域クラブ活動に関係する人材を多方面から募り、市地

域クラブ活動推進協議会を発足した。特に
工夫した
事項

・地域クラブ活動推進協議会での助言や意見を反映した取組の推進。

・指導員の紹介や社会施設の利用の協力を具体的に進めること。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：イ：指導者の質の保証・量の確保

・部活動指導員の活用

・地域クラブ活動推進協議会からの人材派遣協力取組事項

・普段の部活動から指導を行っている部活動指導員が地域クラブ活動指導員として活動を行っているので、生徒も保護者も不安感が少な

かった。

・部活動顧問を含む、学校との連携もスムーズであった。

・地域クラブ活動推進協議会からの人材派遣協力は次年度のモデル校での実証事業で活用する予定である。

取組の
成果

地域のスポーツ・文化活動に参加する場合、様々な立場の人から
指導を受けられる可能性があります。以下の指導者からの指導をど
の程度希望しますか。
１ 平日の部活動で指導を受けている自分の学校の先生

 希望する・・・81.2％
２ その活動の専門的な技能や知識を有する地域のスポーツ指導者

 希望する・・・77.4％
「地域クラブ活動移行に係るアンケート（回答数3,455人）

（令和5年7月実施：生徒対象アンケートより）

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・アンケート結果では、生徒が望む指導者で最も多かったのは、「自校の部活動の

先生」であり、次に多かったのが、「専門的な技能や知識を有する地域のスポーツ

指導者」であった。部活動指導員は、常時指導を受けており、専門的技能知識を

有しているので、生徒の望む指導者を選択した。

特に
工夫した
事項

・今年度は、部活動指導員だけの地域クラブ活動になってしまったが、次年度は市のスポーツ協会からの派遣や部活動指導員ではない地域の

指導者をクラブ活動指導者として地域クラブ活動を進めていきたい。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ウ：関係団体・分野との連携強化

・地域クラブ活動推進協議会の委員に、学校部活動関係者（校長）・地域スポーツ関係者（市スポーツ協会・地域スポーツ団体）・部活動

に関する有識者（白鴎大学教授）・市の施設管理者・PTA代表・関係各課長を協議会委員とした。取組事項

・白鴎大学の教授から、部活動に関して専門的立場から助言を得ることができた。

・校長会で説明を行うことで「休日における地域クラブ活動移行」について、各中学校、義務教育学校職員への周知が図られた。

・地域スポーツ関係者へ、人材派遣の協力・施設利用の協力を要請した。
取組の
成果

・協議委員の人選について、生徒の身近にいる、学校関係者（校長）、保護者代表（PTA代表）、地域スポーツとしての観点から、また、人

材の確保の面から、地域スポーツ団体・市スポーツ協会、活動における施設面から市で委託している事業者の代表、専門的な意見を得るため

に大学教授、令和８年度以降の地域クラブ活動移行を見据えて、市の文化・芸樹に関係する方、他課と協働して進めていく上で、学校教育

課以外の教育委員会所属の課長などを協議委員として、いろいろな立場から、幅広く意見を取り入れて地域クラブ活動移行を進めていけるよう、

協議委員の人選を行った。

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

特に
工夫した
事項

・学校部活動から、地域へ移行をしていく上で、学校対応と地域対応の役割の明確化が必要である。

・先を見通して、関係する課と情報を共有し、部活動の地域移行に対応していく。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：エ：面的・広域的な取り組み

・市内の中学校、義務教育学校で一つしかない柔道部を地域クラブ活動移行の実証モデルとした。

・小中一貫の義務教育学校を地域クラブ活動移行の実証モデルとした。取組事項

・今年度は、学校区を越えた参加は行わなかったが、同校の柔道部ではない生徒が休日のクラブ活動に参加した。

・次年度に向けて、学校区を越えたクラブ活動の参加の方法の検証が行えた。

・義務教育学校の特性を生かし、休日のクラブ活動で小学6年生の参加が見られた。取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

特に
工夫した
事項

・学校区を越えた参加をするにあたり、平日に活動している部活動との兼ね合い。

・学校関係者との検討が必要である。

今後の
課題と
対応方針

・市内の中学校、義務教育学校で一つしかない柔道部を地域クラブ活動移行の実証モデルとした点。

・小中一貫の義務教育学校を地域クラブ活動移行の実証モデルとした点。
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：キ：学校施設の活用等

・地域クラブ活動の活動場所は、学校の施設を活用した。

・地域クラブ活動においても、市の部活動ガイドラインを遵守した。取組事項

・学校施設を利用しているので、送迎の負担がない。

・他の部活動も活動しているので、学校職員の緊急時の対応が可能。取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

特に
工夫した
事項

・施設の管理、施錠が課題である。

・校庭、体育館、柔道場、剣道場のように活動場所が独立していれば、鍵の管理をクラブ活動指導員に任せられるが、校舎に入らないと活動場  

所に行けない場合は、現状、学校の協力が不可欠である。

今後の
課題と
対応方針

・特になし
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

図、グラフ、文章での説明等

【生徒対象アンケート】 【保護者対象アンケート】

図、グラフ、文章での説明等
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

【教職員対象アンケート】
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２．実証内容と成果

参考資料（活動写真）

写真

【小山第三中柔道クラブ：指導】

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

【小山第三中柔道クラブ：練習１】

【練習２】 【練習３】

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

部活動の地域移行に向けた準

備会議開催

地域クラブ活動推進協議会設

置検討・協議会委員検討

アンケートの実施

モデル校、クラブ活動指導

員選定

地域クラブ活動推進協議

会開催（第1回）

休日における地域クラブ活

動の開始

○準備会議開催

・学校教育課が主体となって教育委

員会関係各課と協議

（実施内容）

・今後の流れについて
①地域クラブ活動移行の方針につ
 いて

  ②課題について
・指導者の確保・活動 場所・
予算・地域・保護者への啓発

③地域クラブ活動の実施
○今後、地域クラブ活動移行を進
めていく上での課題が明確になっ
た。

●課題解決の道筋は立っていない。
 今後も関係各課と協議しながら地
 域クラブ活動移行を進めていく。

令和４年 令和５年

令和６年

○地域クラブ活動推進協議
会開催（事務局：学校教育課）
（議事）
・部活動の地域クラブ活動移行につ
いて
・小山市の取組と課題
・モデル校における実践研究の現状に
ついて
・アンケート結果より
・意見交換
○小山市の方針が決定
○今後の進め方の助言を受ける。
○指導員・施設の協力を要請。
○令和6年度は、モデル校を6校に増
 やし、実証事業を行う。

○地域クラブ活動推進協議会設置
検討・協議会委員選定
・学校教育課が主体となって教育委
員会関係各課と協議
①設置要領について
②協議会委員について
③協議事項について
○アンケートの実施（7月）
・学校教育課が実施

・生徒・保護者・教職員が対象

・白鴎大学教授からの助言を得

て、アンケートを作成。

○立場によって、地域クラブ活動移

行に対しての考えの違いを把握す

ることができた。

○地域クラブ活動推進協議会の資

料として活用。

地域クラブ活動推進協議会

開催（第2回）

課題検討

次年度のモデル校選定・決定

休日の地域クラブ

 活動の拡大（6校）

令和７年

○モデル校・クラブ活動指導員選定
・学校教育課から学校長に打診
・部活動指導員が指導している部
 活動を休日の部活動に限り移行す
 る。
・部活動指導員をクラブ活動指導員
とする。

○普段の部活動から指導に関わって
いるので、地域クラブ活動への移行
はスムーズであった。

●生徒にとっては、今までの部活動と
の違いが明確ではない。
○保護者・生徒への説明
・学校で保護者会を開き、学校教育
課担当から保護者に対して説明。

●保護者の主な意見としてクラブ活
動に移行することへのメリットが感じ
られない。受益者負担。送迎負担
など。

学校との協議

保護者・生徒への説明

市内全中学校の休日
における部活動を1つ
以上地域クラブ活動へ
移行する
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３．今後の方向性

地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ

※イメージ図



【栃木県栃木市】
令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
（運動部活動の地域移行に向けた実証事業）

自治体名 栃木県栃木市

担当課名 教育総務課

電話番号 0282-21-2467
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１．自治体の基本情報

基本情報

地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1 学校部活動加入率については、令和５年までの６年間で、3.5％減少。（Ｒ５ 市調査）

→ 今後も減少傾向にあると考えられる。

2 地域スポーツクラブ等加入生徒数については、令和５年までの６年間で、８５人増加。（Ｒ５ 市調査）

→ 生徒・保護者等のスポーツ・文化芸術活動への多様なニーズに対して、学校部活動のみでは対応が

できない状況になっている。

３ 部活動顧問の活動経験の有無については、「初めて担当する部であり、これまでの活動経験がない。」という教員が

部活動顧問をしている割合は、全体の１／３を占めている。（Ｒ４ 市調査）

→ これらの教員にとっては、部活動指導がとても大きな負担となっている。

４ 部活動顧問の負担感については、「どのくらいだと思うか。」の問いに、「とても大きい」「大きい」と答えた顧問の割合

は、 約７割（６９.８％）にのぼる。（Ｒ４ 市調査）

※「負担に感じること」の要因（回答の多い順） →

５ 総合型地域スポーツクラブについては、市内に４つ存在するが、受け皿として可能な団体は現在２つのみ。

→ 地域格差があるとともに、２団体に所属している指導者が多種目にわたり十分にいるわけではなく、指導可能

種目に偏りがある。

人口 154491人 部活動数 161部活

公立中学校数 13校 市区町村の協議会・検討会議
等の設置状況

設置済

公立中学校生徒数 3823人 市区町村の推進計画・ガイドラ
イン等の策定状況

策定に向けて準備中
（令和６年３月策定予定）

平成３０年度 令和５年度

５２０人 ６０５人

とても大きい

37%

大きい 32%

やや大きい

19%

大きいとは思わない

12%① 時間的拘束が長い

② 慣れない部活動の指導

③ 保護者の期待

平成３０年度 令和５年度

８９．９％ ８6．4％
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２．実証内容と成果

運営体制・役割

▼運営体制図（市区町村における推進体制図）
▼行政組織内での役割分担

⚫ 教育委員会（教育総務課）

・実証事業全体の推進

・連携体制整備

・各関係機関の連絡・調整

・検討会議の運営

⚫ 市長部局（スポーツ課）

・スポーツ協会との連携

（人材の発掘）

・スポーツ団体活動への支援

・人材バンクの構築
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２．実証内容と成果

年間の事業スケジュール

時期 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル

４月 ・実証事業の準備 ・保護者説明会（学校主導）

５月 ・モデル校及びモデル団体との連絡調整

６月 ・第１回検討会議の開催（実証事業の内容検討・確認、市基本方針:骨子案の内容検討） ・モデル校及びモデル団体との連絡調整

７月 ・モデル校及びモデル団体との連絡調整 ・広報チラシ①の発行（本市の目指す方向性や事業内容）

・顧問・指導者合同研修会

８月 ・モデル校保護者対象事前説明会 ・事前準備：顧問と地域指導者の指導方針・指導方法等のすり合わせ

・モデル校及びモデル団体との連絡調整

９月 〇モデル事業開始：２中学校・４部活における地域クラブ活動

10月 ・第２回検討会議の開催（事業の中間検証・改善、次年度の事業の方向性について 等）

11月 ・校長会中学校部会への進捗状況報告及び次年度意向調査

12月 ・第３回検討会議の開催（事業の検証・改善、市基本方針案の内容検討 等）

・広報チラシ②の発行（モデル事業の経過報告について 等：市内全教職員・関係保護者対象）

１月 ・モデル校・モデル団体・保護者・生徒へのアンケート調査実施

・第４回検討会議の開催（事業成果報告、来年度に向けた検討課題、市基本方針案の内容確認）

２月 ・事業完了報告書・成果報告書等の作成・提出

３月 ・市基本方針の策定 ・広報チラシ③の発行（市基本方針の概要、次年度の取組 等）
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の運営実績

拠点校数 ２校 地域クラブ活動に取り組んだ種目 ・吹上中学校：女子ハンドボール,女子卓球＝２部活
・大平中学校：陸上競技,女子バドミントン＝２部活

地域クラブ活動に取り
組んだ部活動数

４部活

拠点校名 栃木市立吹上中学校

地域クラブ活動に移行
した部活動数

２部活

地域クラブ活動で実施
した種目

女子ハンドボール,女子卓球

運営主体名 栃木市

運営類型 市区町村運営型（競技団体連携型）

１か月あたりの平均的な
活動回数

女子ハンドボール：月２～３回程度
女子卓球：月４回程度

指導者の主な属性 総合型地域スポーツクラブ所属の指導者

活動場所 学校施設

主な移動手段 自転車,または徒歩

１人あたりの参加会費等
（年額）

女子ハンドボール：会費なし
女子卓球：会費なし

１人あたりの保険料 スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年

指導者１人あたり：
70歳未満 1,850円/年
70歳以上 1,200円/年

▼活動概要 ▼運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

主な取組例
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

クラブコーディネーターによる関係団体・機関との連絡調整の体制整備に関する取組

・本市が運営事務局となり、運営体制が整備されている２つの総合型地域スポーツクラブと連携することで、質の高い指導者を獲得するととも

に、学校と総合型地域ＳＣが連絡調整を行うことで、地域クラブ活動に適切な指導者を派遣した。

・実施主体となる２つの総合型地域ＳＣに、クラブコーディネーターを配置し、運営事務局と実施主体、学校と実施主体、部活動顧問と指導

者との連絡調整や生徒・保護者との関わり（連絡等）において対応する業務を行った。

取組事項

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・総合型地域ＳＣ所属の職員がコーディネーターを担うことで、運営事務局と実施主体、学校と実施主体、部活動顧問と指導者との連絡

調整や生徒・保護者との連絡体制の整備が円滑に行われた。

特に
工夫した
事項

・現存している２つの総合型地域ＳＣをさらに拡充し、多種目の指導に対応できる組織の充実を図ることが重要である。そのためには、関係機

関団体・各種競技団体との密な連携を図り、指導者の紹介・推薦の依頼をしていく。

・地域と連携し、本事業への理解を地域へ促すとともに、公募により地域人材の発掘に努める。

・総合型地域ＳＣを中心に、スポーツ協会や各種競技団体等とのネットワークを構築し、情報の共有や指導者の確保などを推進していく。

今後の
課題と
対応方針

・地域との関わりが強く、多様なニーズに対応できる総合型地域ＳＣを受け皿としたことは、実証事業の円滑な推進の大きな原動力になった。

複数種目に、質の高い指導者を派遣できたことは非常によかった。

・総合型地域ＳＣ所属の職員がコーディネーターを担うことで、特に、部活動顧問と指導者との連絡調整が円滑に行われた。また、メールやＨ

Ｐを活用した保護者との連絡体制の整備が確立された。

・２つの総合型地域ＳＣが、関係機関・団体や各種競技団体等とつながりをもったことで、人材を確保する体制整備とともに、クラブの拡充に

つながった。
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：イ：指導者の質の保証・量の確保

平日と休日の一貫した指導の取組

・地域クラブ活動開始前の１か月程度を移行期間とし、部活動顧問と地域指導者との打合せの機会を数回設け、指導方針や指導方法、生

徒理解に関する内容を共有した。また、活動開始後も、定期的に指導方針の確認や活動状況等を共有する時間を確保した。

・平日と休日の練習内容を共有する際に、民間のシステム（LINE WORKS）を活用した。

・研修会において、緊急時対応マニュアルを作成・活用した。

取組事項

・活動開始前に、指導者同士の指導方針等のすり合わせや指導者と生徒がふれあう時間を確保したことで、円滑に活動を開始することができ、

生徒の安心感にもつながった。また、定期的なすり合わせの機会を確保することで、年度を通して一貫性のある指導が実践できたと感じる。

（アンケート結果参照。顧問と指導者の連携について、「十分図られている・まあ図られている」の回答者が、９名中７名：７８％）

・民間のシステム（LINE WORKS）を活用したことで、効率的に練習内容等の共有が図られた。

・研修会において、緊急時対応マニュアルを作成し、万一の救急対応について、共通理解が図ら

れた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・指導者同士での指導方針等のすり合わせを定期的に行うことで、指導者同士の安心感にもつながった。

・指導内容の共有のために紙ベースでの指導日誌のやり取りを行っていたが、効率化を図るため、民間の

システム（LINE WORKS）の「ノート機能」（右画像参照）を活用し、スマートフォンを通して、速やか

にやり取りができる方策を実践した。また、練習日程表や緊急連絡等のやり取りも円滑に行うことができた。

特に
工夫した
事項

・アプリ等のICTの活用については、操作に抵抗を感じる指導者もいるので、研修会を設けることや紙ベース

で効率化を図る方策も検討する。

・安全面を担保するため、専門家を講師としたAEDの適切な使用等のより実践的な研修を実施したい。また、技術面や生徒指導面に関する研

修会の開催を検討したい。技術面では、優れた専門性や資質能力を有する指導者を中心に、実地研修等後継者育成も視野に入れた研修

会、生徒指導面では、体罰防止やいじめ対応、メンタルヘルスや適切なコミュニケーションに関する内容等が考えられる。

・教員の兼職兼業について、規程の整理を行うとともに教員への理解促進を図り、運用を進めていく。

今後の
課題と
対応方針

●

スライドを作成すること

●

●
●成果や課題の記載にあたっては、
載すること。

●当初計画では実施予定だったが、結果として実施できなっかった・中断を余儀なくされた取組に
ついては、実施できなかった・中断に至った経緯、その際に挙がった課題、課題を踏まえた今後の展
望等を記載すること

≫≫

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

事業実践の取組内容 報告資料

〇構成員…校長会代表（４名）、PTA代表（中学校PTA会長等２名）

スポーツ団体（実施主体、スポーツ協会副会長等５名）、行政代表（２名） 計１３名

〇検討内容 ・実証事業の実施方針及び具体的取組内容の決定

 ・実証事業の実践の共有と検証・改善

 ・栃木市「部活動の地域移行」基本方針の策定（内容検討 等）

【栃木市運動部活動の地域移行検討会議】
栃木市「部活動の地域移行」基本方針
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

【保護者・地域向け広報啓発資料】

〇部活動の地域移行だより

・２回発行（７・１２月）※第３号は、３月発行予定

・学校を介して小学４年～中学２年保護者へ配付

・図書館や公民館等公共施設での設置、市HP公開

・内容：第１号…本市における部活動の地域移行推進の説明 等

第２号…実証事業の取組紹介 等
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

【アンケート調査結果（１月実施）：生徒・保護者】
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

【アンケート調査結果（１月実施）：対象部活動顧問・地域指導者】



12

２．実証内容と成果

参考資料（活動写真）

【学校・地域スポーツクラブ関係者合同研修会】 【保護者説明会】

〇確認事項等

・実証事業内容確認

・指導方針確認

・一貫した指導について（指導日誌の円滑な共有方法、連絡手段）

・学校施設使用時について（開錠・施錠方法、鍵の管理）

〇検討内容・課題等

・緊急時の対応（対応マニュアルの作成）

・保護者との連絡手段の整理

・大会・練習試合の引率について

〇実証事業の内容説明

〇スポーツクラブの指導方針について

〇質疑応答

・スポーツクラブとの連絡手段について

・大会・練習試合の引率について

・事業における今後の方向性について
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２．実証内容と成果

参考資料（活動写真）

【地域クラブ活動の様子①・女子卓球】 【地域クラブ活動の様子②・女子ハンドボール】

【【地域クラブ活動の様子③・陸上競技】 【【地域クラブ活動の様子④・女子バドミントン】
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

タスクフォースの設置

検討開始

検討会議の設置

検討開始

受け皿団体や指導

者の選定、実証事

業実施校の選定

学校現場との調整

生徒・保護者への説

明

地域クラブ活動の

開始

地域クラブ活動の

拡充

・地域移行に対する市とし

ての考え方を整理するた

めに、市・市教育委員会

事務局関係課の担当者

間での協議をタスクフォー

スにおいて進めた。

・校長及び部活動主任

対象の実態把握を行うた

め、アンケート調査を実施

したことで、地域移行にお

ける課題が明らかになった。

・課題：受け皿となるス

ポーツ団体の拡充や人材

確保、学校とスポーツ団

体の連携による指導の一

貫性、生徒・保護者の理

解、市としての体制整備

・検討会議の構成員の検

討を行った。

令和４年度 令和５年度 令和６年度以降

・受け皿団体や指導

者の選定については、

市内４つの総合型地

域スポーツクラブに事

前訪問し、地域移行

の概要説明で理解促

進を図り、地域移行

の受入と指導者確保

の可否を相談した。可

能な２クラブに受け皿

と指導者確保をお願

いした。

・実証事業実施校の

選定については、受け

皿団体の地域にある

中学校に理解を求め、

移行可能な部活動と

指導者のマッチングを

行った。

・新チームになる９月から事業を開始した。

・２校４部活の休日の地域クラブ活動に、実施

団体所属の地域指導者を派遣した。

・専門性の高い指導者により、生徒の技術向上

につながった。

・指導方針の確認や活動状況の共有等定期的

なすり合わせを適切に行った活動は、平日と休日

の一貫した指導体制とともに、生徒・保護者との

信頼関係の構築につながったが、活動によって格

差が生じた。

・活動によっては、指導者の生徒理解にも課題が

生じたので、次年度は、研修会を設けたい。

・市としての方向性と推進の具体的な取組等を

示す基本方針を策定した。（R６.３月）

令和６年度

・７校１１部活に拡充する。

令和７年度以降

・１３校２６部活の地域移行に拡充するととも

に、参加対象生徒を学校の生徒から地域の生徒

に広げ、生徒の多様なニーズに対応していく。

・本会議の構成員：校

長会代表、スポーツ団

体代表、保護者代表、

市職員代表

・実証事業実施に向け

た検討とともに、本市と

しての部活動の地域移

行の推進に関して、方

針や計画、具体的な取

組内容等を検討した。

・新１年生が部活動を選択

する時期を迎える前に、学校

側が生徒に対して地域移行

の説明を行った。また、保護

者会においても、地域移行の

理解を求める説明を行った。

・市及び受入団体による保

護者説明会も開催し、地域

移行の趣旨や活動内容等を

説明した。団体・指導者との

連絡手段と練習試合・大会

等の対応について質問を受け

たので、丁寧に返答した。

・事前に、顧問と指導者との

打合せを数回実施し、指導

方針や指導内容等のすり合

わせを行うとともに、部活動に

指導者が加わって指導したこ

とで、一貫した指導体制の構

築と生徒の安心感につなげた。
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３．今後の方向性

地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ
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